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報告（３）地域自治について 

           
 
・資料１ 支所の業務､組織､権限､予算及び地域委員会（仮称）

について 

 

・資料２ 地域自治イメージ図（案） 

 

 

・資料３ 事務事業の区分の考え方 
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支所の業務、組織、権限、予算及び地域委員会（仮称）について 
 

１ 支所の設置 

長岡市以外の旧市町村単位に支所を設置する。 
 
２ 支所、本庁の業務 

（１）支所の業務 
①住民サービス 
②地域固有業務（地域振興業務） 

      対象業務は別途決定（毎年度見直しを行う。） 
（２）本庁の業務 

①市全体に係る施策の企画立案 
②管理部門 
③支所で処理することが適当でない機能 
④支所間の総合調整 

 
３ 支所の組織 

（１）支所には、住民サービスを行う部門と、地域固有業務を行う地域振興部門を置

く。 
（２）地域振興部門には、各支所の業務の実情に合わせて、地域産業、地域福祉、地

域除雪、地域コミュニティ等のセクションを置く。 
 
４ 支所の権限 

支所長は、地域固有業務に係る予算要求権限、予算執行権限及び事務執行権限

を有する。 
 
５ 支所の予算 

当該地域の事業実施に必要な予算を有する。 
 
６ 地域委員会（仮称） 

（１）長岡市以外の旧市町村単位に、地域委員会（仮称）を設置する。 
（２）地域委員会（仮称）の組織、任務、委員、任期等は、地域の実情を考慮し、別

に定める。 
（３）地域委員会（仮称）は、新市の一体性の確保の進捗状況や情勢の変化などに応

じて見直しを行う。 
 
７ その他 

地域振興や新市の一体感の醸成を行うため、合併特例法に基づく地域振興基金

の造成を行う。 
基金から生ずる運用益については、地域ごとに執行分を有することとし、各地

域の裁量で執行できるものとする。 

資料 １
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地域自治イメージ図（案） 
 

 

 

地域委員会（仮称） 
 

○組織、任務、委員、任期

等は、地域の実情を考慮

し、別に定める。 

長 岡 市（本庁） 
・市全体に係る施策の企画立案 

・管理部門 

・支所で処理することが適当でない機能 

・支所間の総合調整 

地域自治組織(旧市町村単位) 

納
税
・
市
長
の
選
出 

課
税
・
行
政
サ
ー
ビ
ス 

住 民 
委員を選出する 

支    所 
○組織 

・住民サービス部門 

〈例〉各種証明書発行 

   福祉、健康、教育、環境等の

   住民サービス 

道路補修等 

・地域振興部門 

〈例〉地域産業セクション 

    地域福祉セクション 

   地域除雪セクション 

   地域コミュニティセクション

   その他 

○権限 

 支所長は、地域固有業務に係る予算

要求権限、予算執行権限及び事務執行

権限を有する。 

○予算 

 当該地域の事業実施に必要な予算を

有する。 

ふるさと創成基金（仮称）

運用益の執行
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事務事業の区分の考え方

対 応

  該当するもの

  該当するもの

  該当するもの

  該当するもの

  該当するもの

負担公平
や行政改
革のため
に統一す
べきもの

        公平性に配慮
        しながらも

        その他のもの

現行制度を
尊重する

各地域の
実状に応
じて内容
を決めら
れるもの

【経過措置後に統一するもの】

全（本庁と全支所共通）

●他地域を含めた住民の
理解が得られるもの

●他地域を含めた住民の
理解が得られるもの
●既に行なわれているもの

法令の基準
により統一

条例等により
統一

一定期間後
に行政格差
を生じないよ
うに統一

行政格差を
生じないよう
に統一

法により
統一が義
務付けら
れている
もの

現行制度を
尊重する

一
市
多
制
度

市で独自で定めるもの

特定の地域で行わ
れているもの ○（支所主体）

・個人住民税の税率
・固定資産税の税率
・国民健康保険の料（税）率
・介護保険の保険料

事 務 事 業 の 区 分 ・ 想 定 さ れ る 事 項

行政サービスの内
容に違いがあるも
の

○（支所主体）

法令で基準が定められ
ているもの

・生活保護の生活扶助費

法令の規定に基づき、
市が条例等により定め
られるもの

【合併時に統一するもの】

△（共通、但し経過期間は支所）

  条例等により統一すべ
き税率及び国民健康保
険料（税）は、法令の規定
により一定期間（5年間以
内）不均一の取扱いをす

ることができる。
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